熱損失防止改修工事(省エネ改修工事)に伴う固定資産税の減額措置

	根拠法令等
	地方税法附則　第15条の９第９項から第12項

地方税法施行令附則　第12条第30項から第36項

地方税法施行規則附則　第７条第９項
菊川市税条例附則　第10条の３第９項

	対象住宅
	下記の用件をすべて満たすもの

1 平成26年４月１日以前から所在している家屋(賃貸住宅は除く。)であること。
2 改修後の住宅の床面積が40㎡以上240㎡であること。

3 熱損失防止改修工事（省エネ改修工事）に要した費用の合計が60万円以上（国又は地方公共団体からの補助金等をもって充てる部分を除く。）であること。

	要　件
	平成26年４月１日から令和13年３月31日までの間に「熱損失防止改修工事（省エネ

改修工事）」を行った住宅（家屋）

※「熱損失防止改修工事（省エネ改修工事）」とは次の要件を全て満たす工事です。

①次のaの工事、またはaと合わせて行うb～dの工事であること。

　　a．窓の断熱改修工事(必須)

　　b．床の断熱改修工事

　　c．天井の断熱改修工事

　　d．壁の断熱改修工事

②改修部位がいずれも現行の省エネ基準に新たに適合すること。

※要件を満たしているかの判断は、証明書を発行する主体に依頼してください。

	減額内容
	その家屋にかかる固定資産税の３分の１の額（１戸あたり120㎡までに限る）

	減 額 期 間
	工事が完了した日の属する年度の翌年度分 

※工事が完了した日が１月２日から３月３１日までの場合は翌々年度分となります。

	申告期間
	熱損失防止改修工事(省エネ改修工事)が完了した日から３か月以内

	提出書類
	1 熱損失防止改修住宅（熱損失防止改修専有部分）適用申告書
※個人番号（又は法人番号）を記載していただきます。申告書提出時に個人番号と本人の確認が必要となります。個人番号カードや本人確認書類を提示（郵送の場合は写しを同封）してください。

②熱損失防止改修工事証明書
　※証明書は、建築士・指定確認検査機関・登録住宅性能評価機関のいずれかに発行を依頼してください。
③熱損失防止改修に要した費用がわかる明細書又は領収書の写し


※新築軽減の減額、耐震改修の減額の適用がある場合又は既に省エネ改修の減額の適用を受けたことがある場合はこの適用を受けることはできません。

　なお、バリアフリー改修の減額の適用と重複することはできます。

